
 

入 札 説 明 書 

 

農林水産研究指導センター農業研究部不用物品等収集運搬及び処分委託業務に係る一般

競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この説明書によるものとする。 

  

１ 公告日 

  令和７年１月１６日（木） 

２ 競争入札に付する事項 

（１） 事業名 

農林水産研究指導センター農業研究部不用物品等収集運搬及び処分委託業務 

（２） 履行期間 

契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

（３） 業務場所 

大分県豊後大野市三重町赤嶺２３２８－８ 

大分県農林水産研究指導センター農業研究部 

（４） 仕様書 

         別添のとおり 

３ 契約に関する事務を担当する機関の名称 

      大分県農林水産研究指導センター農業研究部管理担当 

      〒879-7111 豊後大野市三重町赤嶺２３２８－８ 

      電話番号 ０９７４－２２－０６７０ 

   ＦＡＸ  ０９７４－２２－０６７５ 

４ 契約条項を示す場所及び日時 

大分県ホームページ及び大分県共同利用型電子入札システム（物品・役務）（以下

「電子入札システム」という。）上に令和７年１月２４日（金）まで入札説明書を

掲載することにより契約条項を示す。 

５ 電子入札システムの利用 

   本案件は、電子入札システムで行い、紙による入札は認めないものとする。 

      また、当該入札に係る事項は、この入札説明書に定めるもののほか大分県電子入札

運用基準による。 

６ 入札参加条件 

   この案件については、次に掲げる全ての要件を満たしている者に限り入札参加を認 

  める。 

  （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

  （２）大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加

する者に必要な資格を取得している者であること。 

  （３）この調達に係る営業に関し、許可、認可等を必要とする場合において、これを

得ている者であること。 

  （４）この業務の履行に係る仕様書に基づき、電子入札システムにより事前に   



 

  入札参加申請を行い、入札参加の承認を受けた者であること。 

    （５）この公告の日から下記１０に掲げる開札までの間に、（２）に記載する入札参

加資格を有する者に対する指名停止の措置を受けていない者であること。 

  （６）自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次に掲 

    げる者が、その経営に実質的に関与していない者であること。 

         なお、資格要件確認のため、大分県警察本部に照会する場合がある。 

    ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律 77 

     号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

       イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

    ウ 暴力団員が役員となっている事業者 

    エ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

    オ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資料、原材料の購

入契約等を締結している者 

    カ 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

    キ 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に

非難される関係を有している者 

    ク 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

７ 電子入札システム及び契約の手続において使用する言語及び通貨 

（１）使用言語 日本語 

（２）通  貨 日本国通貨 

８ 電子入札システムによる入札参加申請期限 

    令和７年１月２２日（水）午後３時００分 

９ 電子入札システムによる入札金額の入力期限 

   令和７年１月２４日（金）午後３時００分 

１０ 物品等電子入札システムによる開札予定日時 

   令和７年１月２４日（金）午後３時０５分  

１１ 再入札 

   開札した場合において、落札者がいないときは、地方自治法施行令１６７条の８第 

  ４項の規定により再入札を行う。この場合において、再入札については、入札金額の 

  入力期限、開札日時及び最低入札価格を物品等電子入札システムにより通知するもの 

  とする。再入札の結果落札者が決定しない場合は、随意契約へ移行又は手続を改める 

  こととする。 

１２ 大分県契約事務規則の適用 

   入札、契約及び契約の履行等の本案件に係る事項については大分県契約事務規則（昭 

  和３９年大分県規則第２２号）の規定を適用するので、この点を了承のうえ入札に参 

  加すること。 

１３ 入札保証金に関する事項 

免除 

１４ 入札参加時の注意点 

 （１）入札には、上記６の（２）に掲げる資格の審査申請又は登録事項の変更届の手続 



 

   を経て、入札の参加、契約の締結及び業務の履行、代金の請求及び受領等並びにこ 

   れらに附帯する一切の事項の権限を有する者として登録を受けた者（以下「本人」 

   という。）が参加することを原則とする。 

 （２）落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加 

   算した金額をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である 

   か免税事業者であるかを問わず見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額 

   を入札書に記載すること。 

   

１５ 入札の無効 

   大分県契約事務規則（昭和 39年大分県規則第 22号）第２７条に規定する事項のほ 

  か、入札に関する条件に違反した入札は無効である。 

      なお、無効入札をした者は再度入札に参加できない場合がある。 

１６ 最低制限価格に関する事項 

設定しない。 

１７ 落札者の決定の方法 

  （１）有効な入札で、大分県契約事務規則第２３条の規定により作成された予定価格 

    の範囲内の価格で、最低の価格をもって入札を行った者を落札者とする。 

    （２）落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、電子入札シ   

    ステムにおいて、電子くじによる落札者決定を行う。 

  （３）再入札の結果落札者が決定しない場合は、随意契約に移行又は手続を改めるこ

ととする。 

１８ 契約保証金に関する事項 

   免除 

１９ 契約書の作成 

   落札者決定通知の日から７日以内に、県が作成する様式による契約書に必要事項を

記載し、記名押印のうえ提出すること。 


